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! 一般ニュース "

総長の海外出張

平成１４年３月３１日（日）～４月６日（土）ドイツ学術交流
会（ＤＡＡＤ）訪問及び協定大学等の視察のため、ドイ
ツ連邦共和国へ

評議会（３月１８日（月））承認事項

東京大学新キャンパス等構想推進委員会規則
の一部改正

総合研究棟（仮称）の建設予算が認められたことによ
り、部局の移転のめどが立ったことなど、新キャンパス
等構想に係る進捗状況を勘案し、残る課題について集中
的に審議する必要から、東京大学新キャンパス等構想推
進委員会を再編するため、所要の改正が行われた。

附 則
この規則は、平成１４年４月１日から施行する。

東京大学大学院学際情報学府規則の一部改正

カリキュラムの弾力的運用を目的として、所要の改正
が行われた。

附 則
この規則は、平成１４年４月１日から施行する。

東京大学人工物工学研究センター規則の一部
改正

平成１４年度予算により、学内共同教育研究施設として、
東京大学人工物工学研究センターが新設されることに伴
い、従来の東京大学人工物工学研究センター規則につい
て、所要の改正が行われた。

附 則
１ この規則は、平成１４年４月１日から施行する。
２ センターは、平成２４年３月３１日まで存続する。

大学間学術交流協定

・東京大学とマサチューセッツ工科大学、スイス連邦工
科大学、チャルマーズ工科大学との間における学術交
流に関する大学間協定の締結

評議会（３月１８日（月））報告事項

大学間学術交流協定

・東京大学と復旦大学との間における大学間協定の更新
・東京大学とウォリック大学との間における大学間協定
の更新

学生顕彰の提案

総長から、東京大学の学部学生及び大学院学生等が、
本学の学生として、学業、課外活動、社会活動等におい
て特に顕著な業績を挙げ、他の学生の範となり、本学の
名誉を高めた者に対し、表彰することができる制度の設
置が提案され、了承された。

スーパーカミオカンデ事故の取扱い

宇宙線研究所附属神岡宇宙素粒子研究施設「スーパー
カミオカンデ」における光電子増倍管破損事故に関して
は、事故原因究明等委員会及び事故対策委員会での調査
結果をまとめた「事故原因調査報告書」が総長に提出さ
れており、また、今後の対策についても３月１０日（日）開
催の事故対策委員会において方針が決定されたところで
ある。
これを受けて、評議会において、総長から、次のよう

な報告があり、了承された。
１ このたびの事故に関して、国民の皆様にお詫び申し
上げるとともに、今後、二度と事故が起きないように
再発防止に一層の決意をもって努めたい。
広く国民の皆様にご理解いただくとともに、今後と

もご支援、ご協力を賜るようよろしくお願い申し上げ
たい。

２ 再発防止に努めるべく、管理責任者２名に対し、口
頭による注意を去る３月１３日に行ったところである。

大学院人文社会系研究科韓国朝鮮文化研究専
攻の設置

平成１４年４月から設置される、大学院人文社会系研究
科韓国朝鮮文化研究専攻の設置目的・概要等は、次のと
おりである。
!１ 韓国朝鮮と日本とは長い歴史を通じて、最も深い関
係にある。日本は世界の中でも最も韓国朝鮮文化研究
の盛んな地域であり、多大の研究蓄積をもっている。
しかしながら、それらの研究は歴史学・社会学・考古
学・言語学・文学・文化人類学など、既成の学問分野
に分かれ、相互の関係が希薄なまま独自の方向へと拡
大発展をしてきた。すでに他の学問分野では、ディシ
プリンを越えた相互乗り入れによる新たな方法論の開
拓が進み、新知見を得るなど、多くの成果をあげてい
る。ひとり韓国朝鮮文化研究はいまだ個別分散化傾向
が続いており、膨大な研究資産の蓄積を背景とした韓
国や欧米に対する比較優位性を失いつつある。
日本が将来にわたって、韓国朝鮮文化研究で世界を

リードしていくためには、韓国朝鮮文化研究の総合化
をはかり、新たな方法論を確立することが急務となっ
ている。韓国朝鮮文化を総合的かつ学複合的に教育・
研究し、それを社会に還元して韓国朝鮮に対する理解

№１２３４ ２００２．３．２７

2



を深めるとともに、研究資産を積み重ね、比較優位性
を保つ組織を構築することが必要である。

!２ 新たな韓国朝鮮文化研究の定立のためには、既成の
学問分野の境界線を乗り越え、複数のディシプリンが
相互に刺激しあって新たな方法論を模索するとともに、
知識の幅広い活用を図ることが必要である。２１世紀は
従来にまして日本と韓国朝鮮との関係が親密の度を加
えることはまちがいなく、２００２年１月実施の大学入試
センター試験外国語科目への韓国語導入など、急速な
日本社会の動きなどを契機として、若い世代の韓国朝
鮮文化に対する関心は高まる一方である。
このような状況にあっても、日本における韓国朝鮮

文化研究者や教育者の数は少なく、増え続ける需要に
応えることは困難である。韓国朝鮮文化研究専攻が養
成を目指す人材は、まさにこのような社会的必要性に
応えるものであり、研究者・教育者、さらには各種文
化事業に従事する高度専門職業人など、高度な専門性
をもつとともに、それを社会に還元する能力と意欲を
もつ人材の供給は緊急の課題である。

!３ 韓国朝鮮文化研究専攻は、韓国朝鮮文化の総合的・
学複合的教育と研究という役割を果たすと同時に、人
文社会系研究科の既存６専攻と密接な相互補完関係に
あって、強い協力関係を構築して既成ディシプリンを
越えた新たな研究分野・研究方法を発掘する。
韓国朝鮮文化研究専攻が目指すものは、韓国朝鮮と

いう共通の研究対象を新たな視点で捉え直すべく、既
成のディシプリンにおいて確立し洗練されてきた方法
論を十分に咀嚼すると同時に、分野横断的に組み替え、
伝統社会と現代社会の両者を総合した形で提示するこ
とを通して、総合的な韓国朝鮮文化理解に資するとこ
ろにある。その一方で、知識を普及拡大する能力を
もった人材を養成し、社会需要に応えることも大きな
目的としている。

!４ 以上の理由により、大学院人文社会系研究科の既存
の６専攻（基礎文化研究専攻、日本文化研究専攻、ア
ジア文化研究専攻、欧米系文化研究専攻、社会文化研
究専攻、文化資源学研究科専攻）に加え、平成１４年４
月から新たに韓国朝鮮文化研究専攻を設置するもので
ある。

学 位
修士（文学）及び博士（文学）

入学定員
修士課程１２名、博士後期課程６名
なお、博士後期課程の学生受入れは、平成１６年４月か

ら行う予定である。

大学院工学系研究科マテリアル工学専攻の設
置

平成１４年４月から設置される、大学院工学系研究科マ
テリアル工学専攻の設置目的・概要等は、次のとおりで
ある。

!１ ２１世紀を迎えた今日、物質・材料系の教育・研究は
大きな変革期に入りつつある。高度情報化社会に対応
した高機能性材料開発はもちろんのこと、「健康・福
祉」や「環境」の視点からの新材料創成や、従来から
の基盤材料の一層の高度化開発を可能にするような教
育・研究体制の構築が強く求められている。すなわち、
科学技術基本計画、科学技術白書、科学技術会議諮問
に対する答申などにおいても、新たな手法に基づく革
新的な物質・材料の創製、材料設計の新しい方法論構
築、生体機能等を含む新分野での有機的な教育・研究
の連携実現とともに、そのような材料関連分野の発展
を担う優秀かつ躍動的な人材を育成することの必要
性・緊急性が指摘されている。また近年、環境問題と
材料分野との関連が世界的にも認識の高まりをみせて
おり、この面からも物質・材料系科学技術の教育・研
究体制の早急な整備が強く求められている。事実、欧
米各国の諸大学においては、上記のような視点に基づ
く物質・材料系教育体制の改革が既に行われつつあり、
技術開発における我が国の国際競争力維持の観点から
も、迅速な体制整備が望まれるところである。

!２ このような要請に応える形で金属工学専攻・材料学
専攻では、過去４年間に生体機能から半導体分野をも
カバーすべく、近年特に顕著な業績をあげつつある教
官を７名以上招聘した。これにともない２専攻が一致
協力して教育・研究体制の刷新をたゆみなく行い、多
様な材料に対する高度な専門的知識を有し、かつ社会
における様々な学問的・技術的問題に的確に対応して
ブレークスルーを実現出来る人材を養成すべく努力を
重ねてきた。平成１１年４月には、その第一段階として
両専攻と密接に関連する学部教育体制の刷新として
「マテリアル工学科」を新設（「金属工学科・材料学
科」の改組）し、対象とする材料機能を構造機能から
電子・光・生体・エネルギー機能にまで拡大した。さ
らに、情報化・デバイス化の視点を取り入れた材料プ
ロセシング技術の教育・研究体制の確立を図るととも
に、「環境」との調和を配慮した材料設計概念をも包
含した新たな「統合の工学」分野とも言うべきマテリ
アル工学分野の学部教育体系を整えてきた。本専攻の
新設は、このような学部から大学院へ至る一貫したマ
テリアル工学分野の新教育・研究体系を完結させるも
のであり、大学院重点化に伴う高度な教育・研究体制
の確立にとって不可欠な課題である。

!３ 金属、セラミックス、高分子などの材料を構造のみ
に立脚して個別に扱うのではなく、材料機能を中心に
統合的に捉え直すという視点は、平成１１年度に行った
「マテリアル工学科」設置の際の理念でもあり、また、
平成１２年度に実施した外部評価においても、外部評価
委員からこの様な新たな概念に基づく大学院教育の推
進を早急に実現に移すよう強く要望されている。同時
に、２専攻の統合・集約によるスケールメリットの拡
大は、教育・研究の効率化や材料関連科学技術の新た
な展開に対する柔軟性の確保にもつながり、社会に対
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して高度かつ先端的な技術情報を継続的に発信してい
く上でも大きな利点となる。さらに、マテリアル工学
分野の統合とそのカバーする分野の拡大に対応して、
東京大学における他分野に留まらず、国内外の大学か
らも様々なバックグラウンドを有する優秀な学生を広
く受け入れる体制が整い、先端マテリアル工学分野を
開拓する多様な人材を社会に送り出すことも可能とな
る。

!４ 現在の金属工学専攻・材料学専攻では、金属・セラ
ミックス・高分子材料など個別材料の製造と開発を視
点に置いた教育・研究が行われてきた。しかし、マテ
リアル工学科の設置により学部教育の抜本的改革を
行った結果、各々固有の教育研究理念とカリキュラム
を持つ２専攻としての独自性を維持したままで、幅広
い材料分野をカバーし、かつ環境問題をも視野に入れ
た物質・材料系の新たな教育・研究体系を構築するこ
とは困難となりつつある。また、現在の２専攻による
体制は、積極的な受け入れを行いつつある広範な分野
からの学生の教育に必ずしも適合するものではない。
さらに、最近の本分野の世界的潮流に遅れることなく、
世界をリードする研究と教育を展開するには、マテリ
アルに関する広範囲かつ横断的視点が重要であり、よ
り柔軟な組織体制への移行が必要なことは明らかであ
る。このような時代的要請に対応するには、現在の２
専攻（金属工学専攻・材料学専攻）を統合し、新たな
マテリアル工学専攻として再編することが最も適切で
ある。

学 位
修士（工学）及び博士（工学）

入学定員
修士課程４５名、博士後期課程２０名

平成１４年３月４日

「バリアフリーの東京大学」のための報告書
－「バリアフリーの東京大学」を実現するためのＷＧ－

目 次
１．はじめに
２．東京大学における実情調査について
!１ 学生、院生の実情調査
!２ 教職員の実情
!３ 施設の実情

３．平成１３年度の緊急対策について
４．今後の課題について
!１ 全学的な推進組織の整備
!２ バリアフリー支援センター（室）の設置
!３ モニター会議の設置
!４ 軽度障害者に対する検討課題
!５ 障害者のための施設・設備の整備
!６ 教官の支援体制、ボランティアの支援体制
!７ 経費の全学的支援措置
!８ 高等教育における機会均等のための検討課題

５．参考資料
○資料１ 障害者基本法の概要（抜粋）
○資料２ 平成１３年６月における支援を必要とする障

害をもった学生、院生についての実情調査
○資料３ 障害者の法定雇用率
構成メンバー・検討経過（ＷＧの開催）

１．はじめに

東京大学は、障害者基本法（資料１）の精神にのっと
り、障害者の自立と社会参加を推進する立場から、大学
自体のバリアフリー化を進める。大学のバリアフリー化
とは、障害者が学生、院生として教育を受ける機会の均
等化、障害者が教官、職員として教育、研究に携わる雇
用機会の均等化、そして大学の設備や知識の障害者への
利用のバリアーをなくしていくことなどハード、ソフト
にかかわる様々な課題を含む。また必要に応じて学内規
則の改訂など障害者の参加を前提にした学内制度を新た
に作り上げていく課題も含む。
東京大学では、昨年度から学生部が中心となり、国立

大学における障害を有する者への支援等に関する実態調
査を実施し、その結果は国立大学協会第３常置委員会か
ら報告書として刊行されている。平成１３年４月には視
覚・聴覚障害者の福島智助教授が先端科学技術研究セン
ターのバリアフリー部門に就任し、重度重複障害者の教
官就任という新たな段階を迎えた。
これらの経過を踏まえ、平成１３年６月に総長室にワー

キンググループ（座長：宮島洋副学長）を設置し、まず、
学生、院生の実情調査を行い、それをもとに障害者への
情報保障を中心とした緊急対策をとりまとめた。そして、
平成１３年１１月に全学会議に報告された「中間報告」では、
東京大学におけるバリアフリー化にとって明らかとなっ
ている問題点を指摘しつつ、当面の緊急対策の要点を示
すとともに、今後、東京大学におけるバリアフリー化を
推進するための組織、施設、予算措置等について、検討
すべき課題を明らかにした。この「中間報告」に対する
部局長、総長補佐等からの意見を踏まえつつ、今回の最
終報告では、今後、東京大学でバリアフリー化を推進す
るに当たって必要な全学的な体制、組織、支援措置等の
具体的な提言をとりまとめた。

２．東京大学における実情調査について

!１ 学生、院生の実情調査
平成１３年６月末現在において、支援を必要とする障害

をもった学生等について、本学の各部局に対して実情調
査を実施した。（資料２）
障害には様々な段階があるが、国立大学協会が調査を

した際の基準を適用し、支援の必要性が大きいと考えら
れる重度障害を中心に調査した。プライバシーの問題も
あり、入学時に本人からの申し出があったもの、また各
部局において支援の対象となっているものが集計されて
いる。
支援の体制整備が重要と思われる重度障害については、
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重度視覚障害者は工学部１名、人文社会系大学院１名、
さらに工学系大学院に１０月入学した１名である。重度聴
覚障害者は、工学系大学院１名であった。
これらの重度障害の大学院学生に対する支援について

は、施設の整備とともに、教育、研究について情報保障
にかかわる支援が極めて重要であることが、本人および
指導に携わった関係者から強く要請された。
聴覚障害者への手話通訳、視覚障害者への点字訳など

のサポート、特に実験のサポートが重要である。また、
講義レジメの事前配付などが教官に徹底される必要があ
る。更に図表の立体コピー機による出力などによる資料
提供が整備されることが望まれている。
近年のＩＴ技術の進歩により、メールに基づくシステ

ムが障害者への情報保障に有効であることが明らかと
なった。
教育の効果をあげるためには、講義の内容が系統的に

準備され、障害をもった学生、院生が事前に準備できる
こと、点字翻訳など支援者が協力できることが重要であ
る。これは障害者のみならず、東大における教育の効果
全体を向上させるためにも重要である。
手話や点字通訳者は現状ではボランティアに依頼して

いる場合も多く、教育、研究における情報保障のために、
経費を計上し、人材を系統的に確保し、支援者の作業場
所などを確保する重要性が指摘されている。
!２ 教職員の実情
教職員の実情についての調査は、個人情報保護との問

題などを踏まえて検討中である。
「障害者の雇用の促進等に関する法律」に基づき、東
京大学では職員の２．１％以上（資料３）に障害者を雇用
することが求められているが、そのための手立てはまだ
不十分である。加えて、平成１３年８月、厚生労働省によ
る、「障害者雇用率における国家公務員の適用除外職種
について」という調査が実施されたように、今後、適用
除外職種の範囲縮小が図られる可能性が高いことにも留
意する必要がある。
視覚・聴覚障害者を助教授に迎えた先端研では、補助

のスタッフとして指点字通訳者を常時２名配備した結果、
今後の課題もあるものの、基本的に教授会、講義、院生
指導その他の管理、教育、研究活動を支障なく行える体
制が作られた。こうした経費は現状では該当部局が大半
を負担しているが、全学及び国からの支援が行われる体
制の整備が急務である。また、障害者教員の通勤方法の
保障についての体制も不備があり、改善が必要である。
!３ 施設の実情
本学では、建築後３０年以上の建物が約６０万㎡、全体の

約４６％を占めている中で、身体障害者等の利用を目的と
して、既に改修された施設としては、法文１号館、医学
部１号館及び理学部５号館をはじめ多数あり、これらの
施設には、エレベータ、自動ドア、スロープ、身障者用
トイレ等が設置されている。また豊島学寮に初めてバリ
アフリー化した部屋が設置される予定である。
しかしながら、主要なすべての既存施設においてバリ

アフリー化されるまでには至っておらず、また改修を進
めるに際しても本学には老朽・狭隘の施設が多く、バリ
アフリー化を進める上で、構造上・スペース上の問題が
生じることも少なくない。

３．平成１３年度の緊急対策について

東京大学での障害者をめぐる状況を踏まえ、重度障害
者のいる部局から当面の緊急の必要施策について予算要
求を含む要望を踏まえ、平成１３年度の全学的な予算措置
要求として総額７９０万円を取りまとめた。
その特徴は、教育、研究における障害をもった学生、

院生、教職員からの強い要望に答え、情報保障を重視し
たことである。立体コピー機、点字プリンターなどの設
置、支援者のための作業室の整備などを進めることとし
た。また、視覚・聴覚障害教官のための指点字通訳につ
いては、別途、文部科学省に対して対して特別予算の要
求を行い、認められるところとなった。
また平成１３年１１月に、ホーキング博士が大講堂で特別

講演を行った際、演壇へのスロープが新たに設置された
ことを付記しておきたい。

４．今後の課題について

!１ 全学的な推進組織の整備
今後、東京大学のバリアフリー化を推進するには、全

学的な組織による推進体制の整備が不可欠である。その
ため、全学委員会再編・統合によって、平成１４年度に発
足する「学生生活委員会」に、当面、本ＷＧの機能を継
承する「バリアフリーＷＧ」を設置し、本学のバリアフ
リー化の推進に向けた諸課題の総合的な検討、実態およ
び情報の一元的調査・収集、具体的計画の立案等を行う
ことが必要である。また、このＷＧの担当委員には、特
に大学における障害者問題に精通している者を総長が委
嘱するよう望みたい。
!２ バリアフリー支援センター（室）の設置
今後、中長期的にバリアフリー化を着実かつきめ細か

く推進するためには、全学的な支援のもとに、専門的な
支援体制を整備することが不可欠と考えられる。そのた
めには、専門スタッフを擁するバリアフリー（障害者支
援）センターを設置し、同センターが障害をもった学生、
院生、教職員の相談の窓口となり、障害者を指導する担
当教官へのアドバイスや情報提供、障害に関する全学的
な理解、啓発を進めることが必要と考えられる。また、
本学で開催される公開講座、学会、研究会、講演会等に
内外から多数の学外者が来学し、その中に何らかの障害
をもつ者がいることも想定し、その対応について配慮し
なければならない。そこで、当面、学内措置として、バ
リアフリー支援室（仮称）を設置し、専門スタッフを配
置することが必要である。
!３ モニター会議の設置
障害をもった学生、院生、教職員の状況および要望を

的確に把握することが、教育、研究の推進のためには重
要であり、特に流動性をもった学生、院生などの状況に
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配慮し、定期的に実情調査を行う必要がある。同時に障
害者からの要望をていねいに集約し、必要性の高いもの
から教育・研究への支援、情報保障、施設・設備の整備
などを着実に進める必要がある。そのためには、障害を
もつ学生、院生、教職員を含めた「モニター会議」を、
前述の学生生活委員会・バリアフリーＷＧのもとに置き、
当事者によるバリアフリー化の評価を求めることが必要
である。
!４ 軽度障害者に対する検討課題
障害者基本法に含まれない軽度の障害を持った学生、

院生、教職員に対しても、今後バリアフリー化を押し進
める必要がある。障害による入進学先の制限を緩和・撤
廃することや、修学・業務・日常生活での支障を軽減さ
せる工夫等に関しても検討することが望まれる。
!５ 障害者のための施設・設備の整備
円滑で安全な移動、便利で快適な空間を保障するなど、

障害者の就学、雇用、来学に不可欠な基本的な施設・設
備の整備は全学の課題である。また、これは高齢化社会
を迎えつつある我が国において、開かれた大学の視点か
らも重要である。
今後、本学施設のバリアフリー化の推進に当たっては、

整備の基本方針を明確にするとともに、予算面を含めた
年次計画を策定し、計画的・効率的に改善していく必要
があろう。なお、整備の基本方針においては、本学構成
員の実情を踏まえながら、学生の基幹的な教育施設や附
属図書館、事務部門、大講堂、福利厚生施設、構内通路
等のパブリックスペースを優先しつつ、きめ細かな対応
が重要であることを明示する。
!６ 教官の支援体制、ボランティアの支援体制
障害をもった学生、院生の教育にあたる教職員に対す

る情報提供や、具体的な対処方法に関する相談、支援の
体制を整える必要がある。東京大学における障害をもっ
た学生、院生への指導の経験をデータベース等の形で蓄
積し、その後の指導や他大学での支援にあてることが望
ましい。
その際、現に障害をもつ学生が在学している部局およ

び近々に障害をもつ学生を受け入れる部局での調査が必
要である。特に東京大学の場合、他大学から各部局の大
学院へ直接入学するケースを除けば、障害をもつ学生は
まず教養学部で前期課程を過ごすこととなる。従って、
個々の学生に対する教養学部での的確な情報の蓄積が行
われるよう、また障害をもつ学生が進学した先の部局へ
正確な情報が伝達されるよう、駒場キャンパスにおいて
必要な体制を重点的に整備することが重要である。
障害をもった学生、院生、教職員への支援にボラン

ティアの役割は現在、非常に大きく、今後も重要である。
ボランティアの活動にあたっては必要な知識、技術、態
度をあらかじめ修得しておくか、一定の指導を受けてい
ることが望ましい。また、前出の支援センターで全学の
ボランティア希望者を絶えず勧誘し、こうした知識、技
術を普及させ、障害者とボランティアの間を取り持つ業
務も果たすことが必要であろう。

!７ 経費の全学的支援措置
バリアフリー支援室に配置される専門スタッフの雇用

経費は全学的予算によって措置される必要がある。また、
情報保障、バリアフリー化のための既存施設の改修等に
ついては、その立案・実施は原則として各部局に委ねら
れるが、全学的にも教育研究インフラ整備の重要な一環
と位置づけ、その必要経費の一部を全学共通経費（「間
接経費」等）から支援することが必要である。
!８ 高等教育における機会均等のための検討課題
東京大学においては、入試実施委員会の中に、身体障

害者入試検討委員会を設け、身体障害者のための入試に
関し、調査、研究を行い、将来および当面の具体的方策
についての検討を行うとともに、修学上の措置について
関係学部との協議および受験者との面談にあたっている。
今後、全学の重要な課題として障害者への高等教育の機
会均等を保障するための入学試験、教職員への採用シス
テムの整備の問題がある。入試実施委員会の活動を重視
するとともに、設置を検討中の支援センターで課題とし
て、資料の蓄積と最適な大学システムへの研究にもとづ
く全学的な提言が望まれてくると思われる。

５．参考資料

○資料１〈障害者基本法の抜粋〉
（目的）
第１条 この法律は、障害者のための施策に関し、基本
的理念を定め、及び国、地方公共団体等の責務を明ら
かにするとともに、障害者のための施策の基本となる
事項を定めること等により、障害者のための施策を総
合的かつ計画的に推進し、もって障害者の自立と社会、
経済、文化その他あらゆる分野の活動への参加を促進
することを目的とする。

（定義）
第２条 この法律において「障害者」とは、身体障害、
精神薄弱又は精神障害 （以下「障害」と総称する。）
があるため、長期にわたり日常生活又は社会生活に相
当な制限を受ける者をいう。

（基本的理念）
第３条 すべて障害者は、個人の尊厳が重んぜられ、そ
の尊厳にふさわしい処遇を保障される権利を有するも
のとする。
すべて障害者は、社会を構成する一員として社会、

経済、文化その他あらゆる分野の活動に参加する機会
を与えられるものとする。
（教育）

第１２条 国及び地方公共団体は、障害者がその年齢、能
力並びに障害の種別及び程度に応じ、充分な教育が受
けられるようにするため、教育の内容及び方法の改善
及び充実を図る等必要な施策を講じなければならない。

２ 国及び地方公共団体は、障害者の教育に関する調査
研究及び環境の整備を促進しなければならない。
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○資料２ 〈平成１３年６月における支援を必要とする障害をもった学生、院生についての実情調査結果〉

○資料３ 〈障害者の法定雇用率〉
障害者基本法では、その基本的な理念として、「すべ

ての障害者は、社会を構成する一員として社会、経済、
文化その他あらゆる分野の活動に参加する機会を与えら
れるものとする」と規定しており、障害者の「完全参加
と平等」を実現するためにも、障害者の雇用・就業の場
を確保することが重要な課題となっています。
障害者の雇用については「障害者の雇用の促進等に関

する法律」に基づき、国や地方公共団体を含むすべての
事業主に対して一定割合以上（法定雇用率）の障害者の
雇用が義務付けられています。

「バリアフリーの東京大学」を実現するためのＷＧ

１．構 成
座 長
宮 島 洋（副学長）

メンバー
小 間 篤（副学長）

石 川 正 俊（広報委員会委員長）
曲 渕 英 邦（生産技術研究所 助教授）
福 島 智

（先端科学技術研究センター 助教授）
松 本 洋一郎（総長補佐 工学系研究科）

［平成１３年９月まで］
菅 原 正（総長補佐 総合文化研究科）
児 玉 龍 彦

（総長補佐 先端科学技術研究センター）
寺 崎 弘 昭（総長補佐 教育学研究科）

［平成１３年１０月から］
� 澤 昌 俊（施設部長）

［平成１３年１２月まで］
山 田 泰 二（施設部長）

［平成１４年１月から］
矢 野 由 美（総務部学務課長）
日 野 静 雄（学生部学生課長）
中 道 公 壽（学生部厚生課長）

２．検討経過
（ＷＧの開催）
第１回 平成１３年６月１２日
第２回 平成１３年７月２日
第３回 平成１３年９月１０日
第４回 平成１３年１０月１日
第５回 平成１４年２月４日
第６回 平成１４年３月４日

☆ 身体に障害を有する学生の在籍数 平成１３年６月末現在

障 害 の 種 別 学部学生 大学院学生 研究生、他 計

盲 者 １ １ ２

視覚障害 弱 視 者 ３ ３

（小 計） ４ １ ０ ５

聾 者 １ １

聴覚障害 難 聴 者 １ ２ ３

（小 計） １ ３ ０ ４

肢 体
不自由者

上肢機能障害 ２ ２

下肢機能障害 ３ １ ４

他の機能障害 １ １

（小 計） ６ １ ０ ７

そ の 他

言 語 障 害

病弱・虚弱者

そ の 他 １ １

（小 計） １ ０ １

合 計 １２ ５ ０ １７

☆ 障害者の法定雇用率（％）

区 分 法定雇用率

国・地方公共団体等 ２．１

都道府県教育委員会等 ２．０

特殊法人 ２．１

民間企業 １．８
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第９７回（平成１４年・春季）公開講座の開催決
まる
メインテーマは「ゲノム―命の設計図―」

昨年ヒトゲノムの解読が終了したという衝撃的な
ニュースが流れ、話題になりました。みなさんはヒトの
体をつくっているのが細胞と呼ばれる小さな単位である
こと、そして細胞の中には核と言うものがあって、その
中に遺伝子が入っていることをよくご存じでしょう。そ
の遺伝子の一セット分がゲノムです。細胞の中には、全
てこのゲノムが一そろい含まれています。つまり一つ一
つの細胞は私たちの体を形作る最小の単位であるのに、
その中に全体の設計図がていねいに折り畳まれてしまわ
れているのです。この設計図によってわたくしたちの体
の部品が作られ、それで体全体ができあがる訳ですから、
複雑さは想像を絶するものです。しかし、この設計図を
全て読んでしまう時代となったのです。解読はどのよう
にして可能になったのでしょうか。それを可能にしたの
は分子生物学の進歩です。従って、まずゲノムの配列を
読み取る技術がどのように発展してきて、実際どのよう
にしてそれを読むのかをご理解頂く必要があるでしょう。

その上で、ヒト遺伝子の全てを読み取るヒトゲノム計画
がどのように進み、それがヒトというものの理解や倫理
の問題にどのような影響を与えようとしているかを知っ
て頂くことは非常に重要です。なぜならば、ヒトゲノム
は専門家だけの問題では無くなってきているからです。
それぞれの生物は細胞の中にゲノムを持っていますが、
それが実際どのように働いているかを知ることも大切で
す。そうでなければ何故それが重要かがわかりにくいか
らです。そこで、昆虫や植物にも同じように使われてい
る遺伝子の情報の意味を理解して頂きたいと考えていま
す。そして、いよいよヒトゲノム計画が成功した段階で
その応用的な面がどう展開しつつあるのかを、新しい薬
や治療法の開発を例に取って理解して頂きたいと思いま
す。そして、最後にヒトゲノムを知ることが私たちの生
活にどう結びついていくことになるのかを論じたいと思
います。以上がこのたび計画した公開講座の講義の計画
です。このシリーズを是非楽しんで頂きたいと思います。

第９７回東京大学公開講座企画委員会
委員長 桐野 高明

（大学院医学系研究科長・医学部長）

◎プログラム

区 分 時間 講 義 題 目 所属・官職 氏 名 専攻分野

第１日
４月６日（土）

１３：３０～
１３：４０

開講の挨拶 東京大学総長 佐々木 毅

１３：４０～

１５：００

ヒトゲノムプロジェクト：ゲノ
ムとは何か、どこまで分かったか

医科学研究所・助教授 菅 野 純 夫 ゲノム医科学

１５：２０～

１６：４０

ヒトゲノム計画が私たちの社会
にとってもつ意味とは何だろうか

総合文化研究科・助教授 廣 野 喜 幸 科学史・科学論

第２日
４月１３日（土）

１３：３０～

１４：５０
遺伝子発見の歴史 医学系研究科・教授 岡 山 博 人 生化学分子生物学

１５：１０～

１６：３０

ゲノム情報をコンピュータでど
う読み解くか

医科学研究所・教授 高 木 利 久
バイオインフォマティクス
計算生物学

第３日
４月２０日（土）

１３：３０～

１４：５０
からだの形をつくるゲノム情報

分子細胞生物学研究所・
教授

多羽田哲也 発生生物学

１５：１０～

１６：３０

カイコのゲノムが解き明かす昆
虫の謎

農学生命科学研究科・助
教授

嶋 田 透 昆虫遺伝学

第４日
５月１１日（土）

１３：３０～

１４：５０
植物細胞の進化

農学生命科学研究科・助
教授

堤 伸 浩 植物分子遺伝学

１５：１０～

１６：３０

日本人はどこから来たのか―ゲ
ノムから考える

医学系研究科・教授 徳 永 勝 士 人類遺伝学
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第５日
５月１８日（土）

１３：３０～

１４：５０

テーラーメイド薬物治療を目指
して：個人で異なる薬剤感受性

薬学系研究科・教授 杉 山 雄 一 分子薬物動態学

１５：１０～

１６：３０

ゲノム医療：２１世紀の医療はど
う変わるのか？

医科学研究所・教授 中 村 祐 輔 ゲノム医科学

１６：３０～

１６：４０
閉講の挨拶

企画委員長（医学系研究科長・医学部長）
桐 野 高 明

◎聴講申込の御案内

聴 講 資 格 成人一般・大学生・高校生

定 員 ８００名
※定員に到達次第締め切ります。

会 場 東京都文京区本郷７―３―１ 東京大学大講堂（安田講堂）

聴 講 料 全講義（５日間）４，０００円（講義要項代を含む）
選 択（１ 日）１，０００円（講義要項代を含む）
※高校生、東京大学の学生・教職員は半額とします。
なお、いったん頂いた聴講料は返還できません。

申 込 方 法

１．聴講の申込 往復はがきでお申し込みください。
１．往復はがきの裏面に、氏名（フリガナ）・性別・年齢・郵便番号・住所・電話番号・職
業・聴講希望日・前回までの本公開講座受講の有無（有の場合は受講時の聴講券番号）を
記入してください。なお、聴講希望日は全講義又は選択のいずれかを必ず記入し、選択の
場合は聴講月日も併せて記入してください。

２．返信はがきの表面に申込者の郵便番号・住所・氏名を記入し、裏面には何も記入しない
でください。

２．聴講申込先 〒１１３―８６５４ 東京都文京区本郷７―３―１
東京大学事務局気付

財団法人 東京大学綜合研究会

３．聴講料の払込 「聴講券」がお手許に到着後、最寄りの郵便局で備付けの郵便振替用紙により、下記の口
座宛に聴講料を振り込んでください。
口座番号 ００１００―６―１１００３７
加入者名 東京大学綜合研究会
払込人住所氏名欄の最後に「聴講券番号」を必ず記入してください。

４．聴 講 初 日 「聴講券」と聴講料振込の際手渡された「郵便振替払込金受領書」を会場受付に御持参く
ださい。講義要項は会場受付でお渡しします。

５．修 了 証 書 「全講義」申込で３日以上出席された場合には、御希望により修了証書を差し上げます。
（「選択」申込で３日以上出席されても交付できません）

◎問い合わせ先
〒１１３―８６５４ 東京都文京区本郷７―３―１

東京大学事務局気付
財団法人 東京大学綜合研究会
電話番号 ０３―３８１５―８３４５

問い合わせ日時 毎週月曜日から金曜日まで、時間は、午前９時３０分から正午までと午後１時３０分から午後５時まで
です。
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第２次学力試験（後期日程）終わる

平成１４年度本学入学者選抜の第２次学力試験（後期日
程）が、３月１３日（水）、１４日（木）の両日（文科各類
は１３日のみ）にわたって実施された。試験場を法文１・
２号館、工学部２・５・８号館、経済学部及び山上会館
とし、第１段階選抜に合格した１，７２４人のうち、１，５６８人
（欠席１５６人）が受験した。

第２次学力試験（後期日程）、外国学校卒業
学生特別選考の合格者発表

平成１４年度本学入学者選抜の第２次学力試験（後期日
程）合格者３５０人及び外国学校卒業学生特別選抜合格者
第１種（外国人であって日本国の永住許可を得ていない
者）１５人、第２種（日本人及び第１種以外の外国人）２１
人の受験番号が、３月２３日（土）１２時３０分頃、本郷構内で
掲示により発表された。また、併せて、後期日程につい
ては、合格者の科類別成績（最高点・最低点・平均点）
も発表された。
合格者は、３月２４日（日）から２７日（水）までの間、郵送

により入学手続きを行い、３月２７（水）の健康診断及び４
月２日（火）からの諸手続きを済ませ、４月１２日（金）の日
本武道館での入学式に臨むことになる。
第２次学力試験（前期日程・後期日程）及び外国学校

卒業学生特別選考の志願者数・合格者数等は、次のとお
りである。

平成１４年度第２次学力試験（前期日程・後期日程）募集

人員・合格者数等

科 類 募集人員 志願者数 第１段階選抜
合 格 者 数 受験者数 合格者数

文科一類 ６０５ ２，９４９ １，９３９ １，９０１ ６０６

文科二類 ３６５ １，６８９ １，１７６ １，１５１ ３６５

文科三類 ４８５ ２，０５３ １，５６８ １，５４０ ４８６

理科一類 １，１４７ ４，３７３ ３，１７７ ３，１２０ １，１５７

理科二類 ５５１ ２，６４６ ２，０２７ １，９６８ ５５９

理科三類 ９０ ５６２ ３７１ ３５２ ９０

合 計 ３，２４３ １４，２７２ １０，２５８ １０，０３２ ３，２６３

（注） 外国学校卒業学生特別選考を除く。

平成１４年度第２次学力試験（前期日程）募集人員・合格者数等

科 類 募 集 人 員 志 願 者 数
第１段階選
抜合格者数

受 験 者 数 合 格 者 数
合格者科類別成績

最 高 点 最 低 点 平 均 点

文科一類 ５４４ １，７４０ １，６３２ １，６１４ ５４４ ４６０．９５００ ３４９．６３７５ ３７６．９７１０

文科二類 ３２７ １，１８９ ９８４ ９７８ ３２７ ４１８．４０００ ３３２．６２５０ ３５３．０８３６

文科三類 ４３２ １，３０３ １，３０３ １，２８８ ４３３ ４４０．７２５０ ３３２．５７５０ ３５６．６６３７

理科一類 １，０２５ ２，６７７ ２，５６４ ２，５６０ １，０３２ ４９２．９１２５ ３３４．４０００ ３６４．９８７１

理科二類 ４９２ ２，０６０ １，７３０ １，７１３ ４９７ ４４５．３７５０ ３３２．４５００ ３５７．２４６８

理科三類 ８０ ４０６ ３２１ ３１１ ８０ ４７４．２２５０ ３９９．８６２５ ４２４．８６９４

合 計 ２，９００ ９，３７５ ８，５３４ ８，４６４ ２，９１３

（注） 外国学校卒業学生特別選考を除く。

平成１４年度第２次学力試験（後期日程）募集人員・合格者数等

科 類 募 集 人 員 志 願 者 数
第１段階選
抜合格者数

受 験 者 数 合 格 者 数
合格者科類別成績

最 高 点 最 低 点 平 均 点

文科一類 ６１ １，２０９ ３０７ ２８７ ６２ ２９０ ２４４ ２５７．８４

文科二類 ３８ ５００ １９２ １７３ ３８ ３００ ２４５ ２６２．７４

文科三類 ５３ ７５０ ２６５ ２５２ ５３ ３２８ ２５０ ２７２．４７

理科一類 １２２ １，６９６ ６１３ ５６０ １２５ ４０３ ３１０ ３３７．７２

理科二類 ５９ ５８６ ２９７ ２５５ ６２ ２８６ ２２８ ２４５．００

理科三類 １０ １５６ ５０ ４１ １０ ３０７ ２５１ ２８０．１０

合 計 ３４３ ４，８９７ １，７２４ １５６８ ３５０

（注） 外国学校卒業学生特別選考を除く。
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平成１４年度外国学校卒業学生特別選考志願者数・合格者数等

科 類
区分

種別
志願者数

第 １ 次 選 考
合 格 者 数

第 ２ 次 選 考
受 験 者 数

第２次選考
合 格 者 数

文 科 一 類
第１種 ５ １ １ １

第２種 ２７ １３ １１ ８

文 科 二 類
第１種 ３０ ８ ８ ３

第２種 ２３ ８ ７ ３

文 科 三 類
第１種 １７ ６ ６ ２

第２種 ２６ ９ ８ ４

理 科 一 類
第１種 ５４ １２ １１ ６

第２種 １９ ８ ６ ３

理 科 二 類
第１種 １１ ６ ６ ３

第２種 ９ ６ ６ ２

理 科 三 類
第１種 ０ ０ ０ ０

第２種 ６ ３ ３ １

合 計
第１種 １１７ ３３ ３２ １５

第２種 １１０ ４７ ４１ ２１

なお、過去３年間の志願者数及び合格者数、高校卒業年別の合格比率、出身校所在地別合格比率は次
のとおりである。
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入学志願者数及び合格者数の推移

年度等

科類

平 成 １４ 年 度 平 成 １３ 年 度 平 成 １２ 年 度

志 願 者 数 合 格 者 数 志 願 者 数 合 格 者 数 志 願 者 数 合 格 者 数

前 期後 期 計 前 期後 期 計 前 期後 期 計 前 期後 期 計 前 期後 期 計 前 期後 期 計

文科一類 １，７４０ １，２０９ ２，９４９ ５４４ ６２ ６０６ １，７６６ １，０８９ ２，８５５ ５４４ ６２ ６０６ １，６３５ １，１１９ ２，７５４ ５４５ ６１ ６０６

文科二類 １，１８９ ５００ １，６８９ ３２７ ３８ ３６５ １，０２６ ６８９ １，７１５ ３２８ ３８ ３６６ １，１５１ ６７８ １，８２９ ３２８ ３９ ３６７

文科三類 １，３０３ ７５０ ２，０５３ ４３３ ５３ ４８６ １，４７２ ７８６ ２，２５８ ４４２ ５４ ４９６ １，４２０ ９０３ ２，３２３ ４４３ ５４ ４９７

理科一類 ２，６７７ １，６９６ ４，３７３ １，０３２ １２５ １，１５７ ２，９４３ ２，２６５ ５，２０８ １，０３０ １２６ １，１５６ ２，９５６ ２，４０９ ５，３６５ １，０３０ １２５ １，１５５

理科二類 ２，０６０ ５８６ ２，６４６ ４９７ ６２ ５５９ ２，０５５ ６１５ ２，６７０ ４９６ ６２ ５５８ ２，０３６ ６９１ ２，７２７ ４９７ ６２ ５５９

理科三類 ４０６ １５６ ５６２ ８０ １０ ９０ ４０３ １５７ ５６０ ８０ １０ ９０ ４０８ １７８ ５８６ ８０ １０ ９０

合 計 ９，３７５ ４，８９７１４，２７２ ２，９１３ ３５０ ３，２６３ ９，６６５ ５，６０１１５，２６６ ２，９２０ ３５２ ３，２７２ ９，６０６ ５，９７８１５，５８４ ２，９２３ ３５１ ３，２７４

（注）外国学校卒業学生特別選考を除く。
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高校卒業年別の合格比率

科類 区 分
平 成 １４ 年 度 平 成 １３ 年 度 平 成 １２ 年 度

前 期 後 期 計 前 期 後 期 計 前 期 後 期 計

文科
一類

現 役 ７０．２％ ４８．４％ ６８．０％ ６８．４％ ５９．７％ ６７．５％ ７０．６％ ５７．４％ ６９．３％

１ 浪 ２６．１ ４０．３ ２７．６ ２６．５ ２４．２ ２６．２ ２６．２ ２６．２ ２６．２

２ 浪 ２．６ ４．８ ２．８ ３．９ ６．５ ４．１ ２．８ ８．２ ３．３

３浪以上等 １．１ ６．５ １．７ １．２ ９．６ ２．２ ０．４ ８．２ １．２

文科
二類

現 役 ５９．０ ６０．５ ５９．２ ６２．２ ６０．５ ６２．０ ５４．９ ５９．０ ５５．３

１ 浪 ３４．６ ３６．８ ３４．８ ３２．０ ３９．５ ３２．８ ３９．９ ３３．３ ３９．２

２ 浪 ４．６ ２．６ ４．４ ４．３ ０．０ ３．８ ４．６ ２．６ ４．４

３浪以上等 １．８ ０．０ １．６ １．５ ０．０ １．４ ０．６ ５．１ １．１

文科
三類

現 役 ６７．０ ７１．７ ６７．５ ６９．２ ６１．１ ６８．３ ６６．６ ６１．１ ６６．０

１ 浪 ２７．０ １７．０ ２５．９ ２７．４ ２０．４ ２６．６ ２８．９ ２７．８ ２８．８

２ 浪 ４．４ ０．０ ３．９ ２．９ ３．７ ３．０ ３．２ ３．７ ３．２

３浪以上等 １．６ １１．３ ２．７ ０．５ １４．８ ２．１ １．３ ７．４ ２．０

理科
一類

現 役 ６８．９ ７１．２ ６９．１ ７０．３ ６９．８ ７０．２ ７０．５ ６９．６ ７０．４

１ 浪 ２７．７ ２４．８ ２７．４ ２７．０ ２４．６ ２６．７ ２６．５ ２３．２ ２６．１

２ 浪 ２．６ ２．４ ２．６ １．５ ４．０ １．７ ２．２ ６．４ ２．７

３浪以上等 ０．８ １．６ ０．９ １．２ １．６ １．４ ０．８ ０．８ ０．８

理科
二類

現 役 ６２．６ ５３．２ ６１．５ ６２．７ ５８．１ ６２．２ ６４．４ ５３．２ ６３．２

１ 浪 ３１．０ ３８．７ ３１．８ ３０．６ ３７．１ ３１．４ ２９．２ ３２．３ ２９．５

２ 浪 ４．２ ４．８ ４．３ ４．０ １．６ ３．８ ４．２ ４．８ ４．３

３浪以上等 ２．２ ３．３ ２．３ ２．７ ３．２ ２．６ ２．２ ９．７ ３．０

理科
三類

現 役 ５８．８ ５０．０ ５７．８ ６０．０ ４０．０ ５７．８ ６７．５ ３０．０ ６３．３

１ 浪 ２５．０ ４０．０ ２６．７ ３２．５ ４０．０ ３３．３ １７．５ ２０．０ １７．８

２ 浪 ８．８ ０．０ ７．８ ３．８ ０．０ ３．３ ６．３ ２０．０ ７．８

３浪以上等 ７．５ １０．０ ７．８ ３．７ ２０．０ ５．６ ８．７ ３０．０ １１．１

合計

現 役 ６６．４ ６２．３ ６６．０ ６７．３ ６２．８ ６６．８ ６７．１ ６１．０ ６６．４

１ 浪 ２８．６ ３０．６ ２８．８ ２８．３ ２８．１ ２８．３ ２８．５ ２７．０ ２８．４

２ 浪 ３．５ ２．９ ３．５ ２．９ ３．４ ３．０ ３．２ ６．０ ３．５

３浪以上等 １．５ ４．３ １．８ １．５ ５．７ １．９ １．２ ６．０ １．７

（注）外国学校卒業学生特別選考を除く。

２００２．３．２７ №１２３４
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出身校所在地別合格者数及び比率

年度
人数

出身
校等
所在地

平 成 １４ 年 度 平 成 １３ 年 度 平 成 １２ 年 度

前 期 後 期 計 前 期 後 期 計 前 期 後 期 計

合格者数 比 率 合格者数 比 率 合格者数 比 率 合格者数 比 率 合格者数 比 率 合格者数 比 率 合格者数 比 率 合格者数 比 率 合格者数 比 率

東 京
人
８８５

％
３０．４

人
１４１

％
４０．３

人
１，０２６

％
３１．４

人
９４１

％
３２．２

人
１３５

％
３８．４

人
１，０７６

％
３２．９

人
９１３

％
３１．２

人
１２９

％
３６．８

人
１，０４２

％
３１．８

北 海 道 ３３ １．１ ８ ２．３ ４１ １．３ ３７ １．３ ８ ２．３ ４５ １．４ ４３ １．５ ５ １．４ ４８ １．５

東 北 ８３ ２．８ １１ ３．１ ９４ ２．９ ９０ ３．１ １６ ４．５ １０６ ３．２ ８０ ２．７ ６ １．７ ８６ ２．６

関 東
東京を除く

４９１ １６．９ ９３ ２６．６ ５８４ １７．９ ４７２ １６．２ ７４ ２１．０ ５４６ １６．７ ４９１ １６．８ ７６ ２１．７ ５６７ １７．３

北 陸 １１０ ３．８ ７ ２．０ １１７ ３．６ ９５ ３．３ ９ ２．６ １０４ ３．２ ９２ ３．１ ９ ２．６ １０１ ３．１

中 部 ２９２ １０．０ ２５ ７．１ ３１７ ９．７ ２５８ ８．８ ３３ ９．４ ２９１ ８．９ ２７５ ９．４ ３０ ８．５ ３０５ ９．３

近 畿 ４１３ １４．２ ２５ ７．１ ４３８ １３．４ ４０６ １３．９ ２９ ８．２ ４３５ １３．３ ４３５ １４．９ ３５ １０．０ ４７０ １４．３

中 国 １６０ ５．５ １２ ３．４ １７２ ５．３ １４８ ５．１ １４ ４．０ １６２ ５．０ １５３ ５．２ １１ ３．１ １６４ ５．０

四 国 ８８ ３．０ １１ ３．１ ９９ ３．０ １１２ ３．８ ７ ２．０ １１９ ３．６ １０１ ３．５ ２２ ６．３ １２３ ３．８

九 州
沖縄を含む

３４７ １１．９ １６ ４．６ ３６３ １１．１ ３５３ １２．１ ２４ ６．８ ３７７ １１．５ ３３４ １１．４ ２５ ７．１ ３５９ １１．０

検 定
そ の 他

１１ ０．４ １ ０．３ １２ ０．４ ８ ０．２ ３ ０．８ １１ ０．３ ６ ０．３ ３ ０．８ ９ ０．３

合 計 ２，９１３ １００．０ ３５０ １００．０ ３，２６３ １００．０ ２，９２０ １００．０ ３５２ １００．０ ３，２７２ １００．０ ２，９２３ １００．０ ３５１ １００．０ ３，２７４ １００．０

（注）外国学校卒業学生特別選考を除く。

№
１２３４

２００２
．
３
．
２７
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! 部局ニュース "

退官教官の紹介

平成１４年３月３１日をもって本学を去られる予定の共感の
略歴等を紹介します。

大学院医学系研究科・医学部

金澤 一郎 教授
（本学在職期間 平成３．４～平成１４．３）

昭和４２．５ 医学部卒業
平成２．６ 教授（筑波大学）
平成３．４ 教授（医学部）
平成９．４

～ 医学部附属病院長
平成１１．３
〔所属講座（研究部門）〕
脳神経医学専攻・神経内科学分野

〔専門分野〕
神経内科学・分子遺伝学・神経生化薬理学
〔研究内容（代表的な著書や論文等）〕
大脳基底核疾患、とくにハンチントン病、パーキンソン
病に関する臨床、分子遺伝学、生化学的研究

高橋 泰子 教授
（本学在職期間 １９７５．１２～１９９５．３

１９９７．４～２００２．３）
１９６４．３ 医学部卒業
１９６９．３ 大学院農学系研究科博士

課程修了
１９９５．４ 教授（長野県看護大学）
１９９７．４ 教授（医学部）
〔所属講座（研究部門）〕
看護学講座、健康科学・看護学専攻

〔専門分野〕
看護体系・機能学
〔研究内容（代表的な著書や論文等）〕
基礎看護学、感染防止看護学

大越 基弘 助教授
（本学在職期間 １９８６．８～２００２．３）

１９７３．３ 名古屋大学大学院外科系
博士課程修了

１９８６．４ 助教授（名古屋大学）
１９９８．４ 助教授（医学部）
〔所属講座（研究部門）〕
運動機能医学講座、口腔外科学分野
〔専門分野〕
顎口腔外科・歯科矯正歯科、口腔癌

の実験病理と臨床
〔研究内容（代表的な著書や論文等）〕
「癌の抗酵素療法」プロテアーゼインヒビタと癌の制御
－基礎から臨床まで－（篠原出版）
「口腔粘膜病変の鑑別診断」（クィンテッセンス出版）

大学院工学系研究科・工学部

石谷 久 教授
（本学在職期間 昭和４４．４．１～平成１４．３．３１）

昭和４４．３ 大学院工学系研究科博
士課程修了

昭和６４．１ 教授（工学部）
〔所属講座（研究部門）〕
資源エネルギーシステム講座
〔専門分野〕
制御・システム工学
〔研究内容（代表的な著書や論文
等）〕

社会システム工学、有限の地球と人間活動

玉井 信行 教授
（本学在職期間 １９６６．１０．１～２００２．３．３１）

１９６４．３ 工学部卒業
１９８３．７ 教授（工学部）
〔所属講座（研究部門）〕
河川生態環境学
〔専門分野〕
河川生態環境学
〔研究内容（代表的な著書や論文
等）〕

河川生態環境評価法（東大出版会）、河川生態環境工学
（東大出版会）

２００２．３．２７ №１２３４
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大学院農学生命科学研究科・農学部

瀬尾 康久 教授
（本学在職期間 昭和４１．４～平成１４．３）

昭和４１．３ 農学部卒業
平成４．１０ 教授（農学部）
〔所属講座（研究部門）〕
生物システム工学大講座
〔専門分野〕
生物プロセス工学
〔研究内容（代表的な著書や論文
等）〕

農産物収穫後の鮮度保持及び成熟制御

平井 篤志 教授
（本学在職期間 １９９２．８～２００２．３）

１９６８．３ カルフォルニア大学大学
院植物学専攻博士課程修
了

１９９２．８ 教授（農学部）
〔所属講座（研究部門）〕
基礎生物学領域大講座
〔専門分野〕
植物分子遺伝学

〔研究内容（代表的な著書や論文等）〕
植物オルガネラゲノムの構造と機能、植物細胞育種入門
（共著）、育種とバイオサイエンス（共著）

大学院教育学研究科・教育学部

近藤 邦夫 教授
（本学在職期間 昭和６０．４．１～平成１４．３．３１）

昭和４３．３ 大学院教育学研究科修
士課程修了

平成７．４ 教授（教育学部）
〔所属講座（研究部門）〕
学校教育開発学
〔専門分野〕
学校臨床心理学
〔研究内容（代表的な著書や論文
等）〕

「教師と子どもの関係づくり：学校の臨床心理学」（東
大出版会）

東洋文化研究所

後藤 明 教授
（本学在職期間 昭和６２．１０～平成１４．３）

昭和４０．３ 文学部卒業
昭和４２．３ 大学院人文科学研究科

修士課程修了
昭和６１．４ 教授（山形大学）
昭和６２．１０ 教授（東洋文化研究所）
平成６．４

～ 東洋文化研究所長
平成８．３

〔所属講座（研究部門）〕
西アジア研究部門
〔専門分野〕
宗教・文化
〔研究内容（代表的な著書や論文等）〕
中東地域を中心としたイスラム世界の歴史研究「イス
ラーム歴史物語」（講談社）等

史料編さん所

原 昭 教授
（本学在職期間 昭和４７．４～平成１４．３）
昭和４３．３ 大学院人文科学研究科卒業
平成７．４ 教授（史料編さん所）
〔所属講座（研究部門）〕
古文書・古記録部
〔専門分野〕
中世古記録研究
〔研究内容（代表的な著書や論文等）〕
中世弾宗系仏教運動の研究

国際・産学共同研究センター

軽部 征夫 教授
（本学在職期間 昭和６３．４～平成１４．３）

昭和４７．３ 東京工業大学大学院理
工学研究科博士課程修
了

昭和６０．２ 教授（東京工業大学）
昭和６３．４ 教授（先端科学技術研

究センター）
平成１１．４
～

平成１３．３

国際・産学共同研究セン
ター長

〔専門分野〕
生物工学・生物電子工学
〔研究内容（代表的な著書や論文等）〕
「トコトンやさしいバイオニクスの本」（日刊工業新聞
社）「知的生産 考える技術 私の方法」（三笠書房）
「生命力」（三笠書房）他多数

№１２３４ ２００２．３．２７
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医学部附属看護学校が閉校式典を挙行

東京大学医学部附属看護学校（中原一彦校長）は、３
月７日（木）午後２時から東京大学大講堂で閉校式典を
挙行した。
第一部式典では、中原学校長が「閉校とはこれまでの

役割を立派に果たし幕を閉じることである。今まで本校
が世に送り出してきた人材は脈々と生き続け、看護の未
来を築き上げていく。そうした意味で学校は不滅であ
る。」と式辞を述べた。
佐々木毅東大総長からは、「閉校という言葉には寂し

さの響きがあるが、考え方見方を変えれば今はちょうど
明治２０年のアグネス・ヴィッチが指導者として開いた看
護学校のあけぼのの頃に相似している。言い換えれば大
学院医学系研究科健康科学・看護学専攻に生まれ変わる
といっても過言ではない。」とご挨拶があった。
続いて桐野高明医学部長、村田貴史文部科学省高等教育
局医学教育課長、南裕子日本看護協会会長、岸本節子同
窓会会長からご挨拶があった。
引き続き電報披露に移り、大久保昭行元学校長を始め、

多数の関係者から心温まる電報をいただいた。電報披露
後、スライド上映があり、１１４年の看護学校の変遷を懐
かしんだ。
第一部の締めくくりは、伝統の校歌を吉祥寺フィル

ハーモニーオーケストラの弦楽器による生演奏を背景に
出席者全員で大合唱した。演奏と歌声が調和して安田講
堂全体に美しいハーモニーが響き渡った。
式典の後、第二部として記念講演及びシンポジウムを

行った。メインテーマは「看護・２１世紀への飛翔―看護
学校１１４年の役割を終えてー」であった。。
記念講演では、厚生労働省医政局看護課長田村やよひ

氏（卒業生）より「看護師たちの価値ある挑戦」をテー
マに看護を取り巻く環境の変化、改めて患者中心の看護
の必要性、看護サービスの質向上に向けての取り組み、
看護教育の改革と生涯教育の体系化の必要性について話
された。
シンポジウムでは、教育、臨床、地域、公衆衛生と

いった分野で活躍中の卒業生からの提言があった。昭和
大学医療短期大学部教授寺田眞廣氏からは「看護教育の
ゆくえ」、東京大学医学部附属病院看護部長入村瑠美子
氏からは「看護現場の変化と看護への期待」、台東区浅
草橋保健相談センター後藤千恵子氏からは「生活の場で
の健康づくりへの支援」、健和会・訪問看護ステーショ
ン統括部長宮崎和加子氏からは「地域社会に潜む看護
ニーズに応じた看護の開発」の発表があり、その後会場
から活発な質問があった。最後は元学校長の小林登氏、
森岡恭彦氏、佐々木康人氏、元教務主任の内尾貞子氏よ
り、卒業生に向け温かいメッセージをいただいた。出席
者は６５０名で、文部科学省・厚生労働省、学内外からの
講師、そして卒業生と多数の方々の参加により盛会に執
り行うことができた。

（医学部附属看護学校）
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医学部附属助産婦学校が閉校式典を挙行

東京大学医学部附属助産婦学校（堤 治校長）は、３
月１２日（火）午後２時から東京大学農学部弥生講堂で閉
校記念式典を挙行した。
式典では堤校長が、助産婦学校での１年間の学びが大

きな財産であること、また今後も同窓会としての活動が
益々充実し不滅であることを述べた。また、その前身か
ら含めると１１１年の助産婦学校の歴史は今後、医学部に
おいて母性看護学・助産学講座としてひきつがれ、発展
的解消であると式辞で述べた。
佐々木毅東大総長からは、東大助産婦学校が日本にお

ける助産婦教育に多大な貢献をしたことが紹介され、今
後も同窓生との交流で貴重な記憶の交わりを大切にして
ほしい、と挨拶があった。桐野高明医学部長、加藤進昌
病院長からも心温まるご挨拶があった。
続いて来賓祝辞にうつり、村田貴司文部科学省高等教

育局医学教育課長、社団法人日本助産婦会会長石塚和子
氏、社団法人日本看護協会会長南裕子氏より祝辞をいた
だいた。とりわけ日本助産婦会会長石塚和子氏からは、
東大助産婦学校の卒業生が各方面で活躍して業績を残し
ているとの最大級の賛辞をいただいた。
引き続き卒業生代表の東京女子医科大学病院看護部長

で社団法人日本看護協会副会長の森山弘子氏から挨拶が
あった。母校の豊かな学習環境、最高の講師陣による講
義や実習により、ものの考え方や判断の仕方を学んだ人
生の重要な意義をもつ１年間であったことが、紹介され、
東大助産婦学校の懐かしいエピソードなどユーモアあふ
れるあたたかい挨拶により、式典の第一部は終了した。
休憩をはさんで、東京大学音楽部管弦楽団による、

「モーツアルト作曲 セレナーデ第４番ニ長調 K.２０３」
の記念演奏があり、東京音楽大学教授田代俊文氏編曲に
よる「東京大学医学部附属助産婦学校校歌」の演奏にあ
わせて校歌を斉唱した。閉校式にふさわしい厳粛な余韻
の中、閉校記念式典は午後４時に終了した。出席者はご
来賓を含めて約２００名であった。

（医学部附属助産婦学校）

北海道常呂町で第４回東京大学文学部公開講
座を開催

文学部では、２０００年以来、文学部附属北海文化研究施
設の所在する北海道常呂町において、「ところ公開講座」
を開いており、２月２３日（土）、東京大学文学部・常呂
町・常呂町教育委員会の共催により、常呂町生涯学習推
進会議の協賛をえて、第４回目を開催しました。
今回は一般町民が参加しやすいように、土曜日の昼間

午後２時から５時までに変更し、場所はいつもの常呂町
中央公民館大講堂でおこなわれました。 公開講座は、
井原久敏常呂町長、ついで佐藤慎一文学部長の挨拶で始
まり、宇田川洋教授による講師紹介の後、最初、インド
哲学・仏教学の下田正弘助教授が「生死（しょうじ）の
風景―仏教における時の姿―」と題して講演しました。人
の生死を古代インドに生まれた仏教ではいかに捉えてい
たかについて知ることで、現在の私たちの生死について
の考え方に参考になればという内容でした。続いて、美
術史の河野元昭教授が「日本美術の特質」と題して講演
しました。多数のスライドを使いながら、浮世絵を題材
として、具体的にその特質について話されました。
当日は、冬の厳しい季節でしたが、熱心な町民が多く、

約１００名という多くの方々が参加してくれました。受講
生にはいつもどおり、修了証書を手渡しました。
終了後、公民館内で開かれた懇親会では、今回も盛況

のうちに終わったことを喜び、今後も継続して、東京大
学文学部と常呂町が連携を深めてゆくことについて語り
合いました。
この講座では、さまざまな地元の要望に応えるために、

前回は新領域創成科学研究科の磯部雅彦教授に講演をし
ていただきましたが、今後も他部局の先生にご協力をお
願いしたいと思っています。
第２回の講演会の当日は、常呂町の女子カーリング

チームが常呂町で開かれていたソルトレークシティ・オ
リンピック参加決定戦で勝利して湧いていたことを第２
回講演会の広報でお知らせしましたが、残念ながら今回
のオリンピックでは予選で敗退してしまいました。次回
に向けてまた頑張ってもらいたいと思います。

（大学院人文社会系研究科・文学部）
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理学系研究科・理学部教職員と留学生・外国
人研究員との懇談会開催

１月３０日（水）午後６時から山上会館地下１階食堂に
おいて、理学系研究科・理学部の教職員と留学生・外国
人研究員との懇談会が開催された。参加者は留学生・客
員研究員とその家族、教職員、日本人学生を含め約７０名。
会は佐藤勝彦理学系研究科長・理学部長の挨拶に始まり、
岡村定矩評議員による乾杯の音頭の後、和やかな雰囲気
の中で料理や飲み物を手に歓談が始まった。
会半ばに栖原暁留学生センター教授より挨拶があり、

続いて植物園の邑田仁教授（先生の勇気とご協力に感
謝！）、生物科学専攻博士２年の昔東姙さん（韓国、女
性）、地球惑星科学専攻博士１年のモガダム・ペイマ
ン・プールさん（イラン、男性）、国際交流室の五所に
よる出し物である「４羽の白鳥」が披露された。交流室
の中村が衣装・演出を手がけたこの教職員・留学生初の
パフォーマンスは手作りの白鳥の衣装と踊りが受けて拍
手喝采であった。会全体がリラックスした雰囲気になっ
たところで、生物科学専攻博士１年の黄郁慈さん（台湾、
女性）によるスピーチが行われた。黄さんは東大での研
究生活に慣れていく上でチューターの助けがとても有難
かったことや指導教官や日本語の先生等、まわりの人た
ちの支えがあったお陰で自分の留学生活が充実したもの
になったことについて大変流暢な日本語で話し、聞いて
いた人々に感銘を与えた。
理学系研究科国際交流委員会委員であり生物科学専攻

の加藤雅啓教授による閉会の辞が英語で行われ、全員で
記念写真を撮影後、午後８時に盛況のうちに閉会した。
普段は忙しく留学生や研究員との交流の機会がなかなか
得られない職員の方達も多数参加し、また留学生・客員
研究員とその家族が教官や職員と一緒に嬉しそうに写真
を撮る姿が会場のあちこちで見られ、参加者はみな美味
しい食事と共に楽しいひとときを過ごすことが出来たよ
うである。

（大学院理学系研究科・理学部）
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「産学連携推進シンポジウム」が開催された

大学院薬学系研究科・薬学部では、「産学連携推進シ
ンポジウム－薬学分野における研究成果の特許化・事業
化の考え方と実際－」が、３月９日（土）薬学部記念講
堂において開催され，製薬企業や関連団体の幹部，マス
コミ等学外から約１１０名の参加者があり，学内からの参
加者も合わせると約１５０名であった。
開会に先立ち桐野学部長から同シンポジウムの趣旨に

ついての説明及び挨拶があり，高田仁氏（先端科学技術
インキュベーションセンター），関水信和氏（ゲノム創
薬研究所），木村廣道氏（ヒュービットジェノミクス），
清水初志氏（清水橋本国際特許事務所），玉井彰一氏（住
商ファーマインターナショナル），宮田満氏（日経ＢＰ）
の講演の後，講演者とのパネルディスカッションが行わ
れ，活発な討論が行われた。

（大学院薬学系研究科・薬学部）
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第４回「人文社会科学の空間情報科学」シン
ポジウムが開催される

平成１４年２月２２日（金）、東京大学山上会館大会議室
において、上記のシンポジウムが午前、午後にわたって
開催された。当シンポジウムは、平成１０年より開始され
た科学研究補助金特定領域（B）（代表：岡部篤行教授）
による同名タイトルの研究プロジェクトで、今年度で４
年目を迎えた。
午前の部は、２セッションあり、第１セッションは、

考古学班による論文が発表された。奈良文化財研究所の
森本晋氏より全国にある遺跡台帳のGISデータベース化
が、奈良大学の和泉拓良氏よりレバノンのティール遺跡
のGISデータベース化が、岡山大学の新納泉氏より、考
古学的な集落の位置推定方法の発表があった。第２セッ
ションは、考古学班と連携した空間データ構築班の発表
で、東京大学の柴崎亮介氏より、レーザによるティール
遺跡の３次元データ収集手法の発表があった。
午後の部は、３つのセッションがあり、第１セッショ

ンは経済学班の発表で、東京大学の金本良嗣氏より日本
の都市圏の設定方法とそれにもとづく空間データベース
の構築が、東京大学の田淵隆俊氏より経済地理モデルに
よる地域における都市の盛衰が、大阪大学の里村卓也氏
より市場の反応と地域特性の発表があった。第２セッ
ションは、人文地理学班の発表で、東京大学の荒井良雄
氏、小池司朗氏より昭和初期の関東地方の人口分布復元
が、日本大学の高阪宏行氏、関根智子氏より医療施設利
用のためのアクセシビリティ時空間変動の分析が発表さ
れた。第３セッションは、空間データ管理・伝達班の発
表で、東京大学の貞広幸雄氏より、当研究プロジェクト
で扱っている空間データをネットワークで検索するクリ
アリングハウスの開発研究が、東京大学の貞広幸雄氏・
岡部篤行氏より、研究の過程で生じる多くの地図を結合
する方法が、名古屋大学の奥貫圭一氏よりネットワーク
で共用できる空間分析ツールが発表された。
参加者は１００名余で、大学研究者のみならず民間の研

究者も多く参加され、休憩時間、シンポジウム終了後に
は、会場において熱心な議論の輪がいくつも広がってい
た。なお発表内容の詳細は、下記のホームページに掲載
する予定である。
http：／／ua.t.u―tokyo.ac.jp／SISforHSS／

（空間情報科学研究センター）

医科学研究所で合同ラボ棟披露式行われる

２月２１日（木）教授総会終了後に医科学研究所合同ラ
ボ棟が完成したことを記念して披露式が行われた。
新井所長の挨拶に始まり、合同ラボ棟内で研究を行う、

遺伝子動態分野、染色体制御分野、ゲノム情報応用診断
研究部門、プロテオーム解析研究部門、細胞ゲノム動態
解析研究部門の各教官から研究概要の説明が行われた。
引き続き、教授総会メンバーにより施設見学が行われた。
その後、白金ホールで医科研教職員、理化学研究所、

大塚製薬、BML、ミリポア、ABJ等の各関係者が集ま
り交流会を行い、８時過ぎには披露式の全行程を滞りな
く終了した。

（医科学研究所）

新井所長書による合同ラボ棟看板かけ

（高橋事務部長、新井所長、高津副所長、宮野副所長）
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平成１４年度新規放射線取扱者全学一括講習会
開催と放射線取扱者再教育用資料の配付

東京大学においてアイソトープや放射線発生装置（Ｘ
線発生装置等を含む）を使用する人（放射線取扱者）は、
全員、所属部局に登録し、放射線安全取扱等の教育・訓
練を受講し、特別健康診断を受診することが必要です。
とくに、新たに放射線取扱者になろうとする人は、予め
所属部局に登録申請し、全学一括で開催される新規放射
線取扱者講習会を受講することが義務づけられています。
全学一括の新規放射線取扱者講習会には、研究等に放

射線を利用する人を対象とする「ＲⅠコース」と「Ｘ線
コース」、放射線診療従事者を対象とする「診療放射線
コース」と「核医学コース」があります。放射線取扱い
の内容により受講が必要なコースが異なります。
平成１４年度の全学一括新規放射線取扱者講習会の開催

予定は以下のとおりです。

平成１４年度新規放射線取扱者講習会開催日程
◎ＲⅠコース日程※ （定員）
第１０２回（Ａ）平成１４年５月２０日（月）、２１日（火）６０名
第１０２回（Ｂ）平成１４年５月２０日（月）、２２日（水）６０名
第１０３回（Ａ）平成１４年５月２４日（金）、２７日（月）６０名
第１０３回（Ｂ）平成１４年５月２４日（金）、２８日（火）６０名
第１０４回（Ａ）平成１４年６月１３日（木）、１４日（金）６０名
第１０４回（Ｂ）平成１４年６月１３日（木）、１７日（月）６０名
第１０５回（Ａ）平成１４年７月９日（火）、１０日（水）６０名
第１０５回（Ｂ）平成１４年７月９日（火）、１１日（木）６０名
第１０６回※※平成１４年１０月８日（火）、９日（水）６０名
第１０７回※※平成１４年１２月１１日（水）、１３日（金）６０名

◎英語ＲⅠコース日程※
第１２回 平成１４年１２月１２日（木）、１３日（金）３０名

※ ＲⅠコースは１日目が講義で、２日目に実習があり
ます。

※※受講希望者が６０名をこえる場合は実習日が追加され
る場合もあります。

◎Ｘ線コース日程
第７６回 平成１４年５月１４日（火） １２０名
第７７回 平成１４年５月１７日（金） １２０名
第７８回 平成１４年７月２日（火） １２０名
第７９回 平成１４年１２月５日（木） １２０名

◎英語Ｘ線コース日程
第９回 平成１４年１２月５日（木） ３０名

（以上の各コースはアイソトープ総合センターの教育訓
練棟で実施します。）
各回の定員を上回る申込みのある場合には、受講する

回を変更して頂く場合もあります。
また、日本語が理解できない留学生や外国人研究者の

ために、英語によるＲⅠコースとＸ線コースを１２月に開
催します。新たに外国人受入の予定のある関連研究室で

は、ご承知おき下さい。
５月および６月開催のＲⅠコースおよびＸ線コースの

受講希望者は、所属部局の事務室または放射線管理室へ
４月１６日（火）までにお申込み下さい。
なお、第１０６回、第１０７回ＲⅠコース、第１２回英語ＲⅠ

コース、第７９回Ｘ線コース、第９回英語Ｘ線コースにつ
いては、９月１日頃、受講対象者に改めて案内をお送り
します。その際にお申込み下さい。
このほかに、全学一括新規放射取扱者講習会の診療放

射線コースと核医学コースも開催する予定です。
平成１４年度新規放射線取扱者講習会の開催日程と募集

については、アイソトープ総合センターのホームページ
（http：／／www.ric.u―tokyo.ac.jp／edu／training―j.html）
でも案内しています。
一方、以前より放射線取扱者である人は、毎年、それ

ぞれの部局で再教育を受けることが法令により定められ
ています。実施内容や方法については、それぞれ所属の
研究室や部局の担当者に確認して下さい。
アイソトープ総合センターでは、東京大学における放

射線取扱者（約５，８００名）の再教育における参考資料と
して、毎年、年度始めに８～１２ページの小冊子「放射線
取扱者再教育用資料」を登録されている取扱者全員に配
布しております。平成１４年度に配付する「再教育用資料
No．２０（２００２）」の内容は、「医療現場における放射線被
曝」、「放射性同位元素取扱施設における放射線事故につ
いて」、「わが国における放射性廃棄物処分計画の概要」
です。資料が配付されましたら目を通して頂き、今後の
研究および放射線管理の参考にして下さい。

（アイソトープ総合センター）

「ネットでアカデミック on Web」の公開に
ついて

情報基盤センター図書館電子化部門では、このたび情
報リテラシー支援の一環として、「ネットでアカデミッ
ク on Web」を作成しました。この「ネットでアカデミッ
ク on Web」はネットワークやデータベースを使った情
報収集方法の電子版テキストです。学内・学外を問わず、
インターネットでどこからでもご利用いただけます。以
下に、簡単に内容をご紹介します。

URL：http：／／literacy.dl.itc.u―tokyo.ac.jp／wack／

コンテンツは８つの章から成り立っており、最初から
通して学習することも、トップ画面から学びたい章を選
んで入っていくことも可能です（図１）。
豊富なヒントと画面例とを交えた例題を解きながら、

Flashを使った分かり易くかつ楽しいアニメーションに
より、キャラクターと共に文献調査方法を学んでいきま
す（図２）。
紹介されているデータベースにはリンクが張られてい

ますので、クリックするとその場で実際のデータベース
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を操作することが可能です。
また、最後の問題集では実際にデータベースを利用し

ながら学んだことを復習し、文献を効率的に探し出すコ
ツを身につける事ができます。
初めてデータベースを利用する方から論文作成に備え

て本格的な文献調査を必要としている方まで、幅広く役
立つようなコンテンツと言えます。
日本語版に加えて、英語版でもご利用いただけます。

自学自習用として、あるいは授業での補助教材として、
ぜひご利用ください。
問い合わせ：情報基盤センター学術情報リテラシー掛

（literacy@lib.u―tokyo.ac.jp）
（情報基盤センター）

大学史史料室の閲覧停止期間延期のお知らせ

学内広報No１２２１（平成１３年９月２７日）でお知らせし
ておりましたが、改修工事延期のため、平成１４年６月末
日（予定）まで閲覧停止期間を延期いたします。

東京大学ハラスメント相談所の移転について

このたび、ハラスメント相談所・本郷キャンパス相談
室は３月８日に下記のとおり移転をいたしましたのでお
知らせします。
なお、３月１１日（月）からは通常どおり相談業務を行っ

ております。
○本郷キャンパス相談室（移転後）
場 所 安田講堂２階（学生部学生課入口を利用）

「地図参照」
開室時間 月～金曜日（祝日を除く）１０：００～１７：００
連 絡 先 ＴＥＬ：５８４１―２２３３（内線２２２３３）

ＦＡＸ：５８４１―２４００
e―mail：soudan@har.u―tokyo.ac.jp

（ハラスメント相談所共通）

（図１）「ネットでアカデミックon Web」トップ画面

（図２）
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総合研究博物館小石川分館で消防訓練が行わ
れる

３月４日（月）午前１０時から、総合研究博物館小石川
分館で、小石川消防署との合同消防訓練が実施され、消
防署員・消防団員約３０名、本学教職員約２０名が参加した。
１階サーバー室から出火したという想定で訓練が始まり、
消防署への通報、消火器及び消火栓での初期消火、来館
者の避難誘導訓練が行われた。さらに、１名が逃げおく
れ、館内に閉じ込められているという想定で、救出訓練
が消防署員により披露された。また、はしご車２台によ
る一斉放水訓練も実施した。最後に、小石川消防署警防
課長の講評、高橋博物館長から挨拶があり、訓練は滞り
なく終了した。訓練は昨年秋のオープン以来初めて。分
館の建物は旧東京医学校本館で、１９６９年に重要文化財に
指定されている。貴重な国有財産を管理する責任の重要
さを自覚できる訓練だった。

（総合研究博物館）

平成１３年度消防訓練報告

このたび、平成１３年度に東京大学で行われました消防
訓練について、取りまとめましたので、以下の表のとお
り、ご報告いたします。
なお、この表は、総務部総務課広報室において把握し

ているものだけです。（既に学内広報で掲載しているも
のは除く。）

部 局 名 日 時 参加人数

法学部 ６月２８日 約３００名

工学部（総合試験所、高
温プラズマ研究センター、
大規模集積システム設計
教育研究センター、空間
情報科学研究センター）

１１月２６日 約５，０００名

文学部 １１月１５日 約１３０名

附属演習林田無試験地 ８月３１日 ６名

附属愛知演習林 ９月１８日 ２１名

附属秩父演習林 ８月３０日 ２５名

附属千葉演習林 ９月２日 １２名

図書館団地
（附属図書館、史料編さ
ん所、社会情報研究所、
社会科学研究所、教育学
部）

１１月２６日
１４：００～

約８０名
（教職員・学生）

駒場Ⅰキャンパス（教養
学部・数理科学研究科）

１０月２６日
１３：３０～ 約１００名

駒場Ⅱキャンパス（生産
技術研究所、先端科学技
術研究センター、駒場
オープンラボラトリー、
先端経済工学研究セン
ター、国際・産学共同研
究センター、気候システ
ム研究センター、人工物
工学研究センター、空間
情報研究センター、埋蔵
文化財調査室、生協、大
成建設他現場事務所）

１１月１日 約５００名

地震研究所 １２月７日
１３：３０～

約１５０名
（教職員・学生）

東洋文化研究所 ９月１８日 ４５名

分子細胞生物学研究所 １０月２３日
１３：３０～

低温センター ９月３日 １２名

理学部（１号館） １２月２１日 多数
（教官、職員、学生）
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! 広報委員会 "

「淡青評論」の執筆者がかわりました―第４５期がスタート―

本誌コラム欄「淡青評論」の第４４期も好評のうちに終了いたしました。ここにご執筆いただきました方々のお名前を
再掲し、紙上をもって厚くお礼申し上げます。

（第４４期）

また、第４５期として、新たに次の２６人の方々にご執筆いただくことになりましたので、お知らせします。どうぞご期
待ください。

大学院法学政治学研究科・法学部 教 授
Foot, Daniel

Harrington
地震研究所 助教授 纐纈 一起

大学院工学系研究科・工学部 助教授 金子 成彦 東洋文化研究所 教 授 宮嶌 博史

大学院人文社会系研究科・文学部 教 授 島薗 進 社会科学研究所 教 授 渋谷 博史

大学院理学系研究科・理学部 教 授 岩澤 康裕 社会情報研究所 助教授 田中 秀幸

大学院農学生命科学研究科・農学部 教 授 森 敏 生産技術研究所 教 授 小長井一男

大学院経済学研究科・経済学部 教 授 中兼和津次 史料編さん所 助教授 松井 洋子

大学院総合文化研究科・教養学部 教 授 長谷川壽一 分子細胞生物学研究所 助教授 後藤由希子

大学院教育学研究科・教育学部 助教授 秋田喜代美 宇宙線研究所 助教授 大橋 正健

大学院数理科学研究科 教 授 河野 俊丈 物性研究所 教 授 家 泰弘

大学院新領域創成科学研究科 教 授 梶 幹男 先端科学技術研究センター 教 授 河内 啓二

医科学研究所 教 授 宮野 悟

（注）所属・官職名は執筆をお願いした当時のものです。

大学院法学政治学研究科・法学部 教 授 藤原 帰一 大学院情報理工学系研究科 教 授 青山 友紀

大学院医学系研究科・医学部 教 授 宮園 浩平 医科学研究所 教 授 山本 雅

大学院工学系研究科・工学部 教 授 五神 真 地震研究所 教 授 佐野 修

大学院人文社会系研究科・文学部 教 授 斉藤 明 東洋文化研究所 教 授 中里 成章

大学院理学系研究科・理学部 教 授 牧島 一夫 社会科学研究所 助教授 中村 民雄

大学院農学生命科学研究科・農学部 教 授 唐木 英明 社会情報研究所 教 授 吉見 俊哉

大学院経済学研究科・経済学部 教 授 斎藤 静樹 生産技術研究所 教 授 平川 一彦

大学院総合文化研究科・教養学部 助教授 山口 泰 史料編さん所 助教授 保谷 徹

大学院教育学研究科・教育学部 助教授 今井 康雄 分子細胞生物学研究所 助教授 長澤 和夫

大学院薬学系研究科・薬学部 教 授 海老塚 豊 宇宙線研究所 教 授 黒田 和明

大学院数理科学研究科 教 授 桂 利行 物性研究所 教 授 三浦 登

大学院新領域創成科学研究科 教 授 片岡 宏誌 海洋研究所 教 授 野崎 義行

大学院情報学環 助教授 金沢 誠 先端科学技術研究センター 教 授 南谷 崇
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【訂正】
「学内広報」№１２３２（２００２．３．１３）において，一部誤りがありましたので訂正してお詫びします。

５ページの「第２次学力試験（後期日程）第１段階選抜合格者数等」において，以下の表に差し替え

第２次学力試験（後期日程）第１段階選抜合格者数等

科 類 募集人員 志願者数 倍 率

第 １ 段 階 選 抜 合格者科類別成績

合 格 者 数 不合格者数
本学前期日程合格
による不合格者数

最高点 最低点 平均点

文科一類 ６１ １，２０９
１９．８
（１２．７）

３０７ ４６９ ４３３ ５５０ ４９０ ５０５．０６

文科二類 ３８ ５００
１３．２
（７．８）

１９２ １０３ ２０５ ４６７ ４１２ ４２７．７０

文科三類 ５３ ７５０
１４．２
（１０．３）

２６５ ２８１ ２０４ ５５８ ４８９ ５０６．６８

理科一類 １２２ １，６９６
１３．９
（６．７）

６１３ ２０７ ８７６ ４８９ ４３６ ４５４．８８

理科二類 ５９ ５８６
９．９
（６．９）

２９７ １１０ １７９ ４８２ ４１７ ４３９．１０

理科三類 １０ １５６
１５．６
（１３．０）

５０ ８０ ２６ ４９２ ４６０ ４７１．１８

合 計 ３４３ ４，８９７
１４．３
（８．７）

１，７２４ １，２５０ １，９２３

注：倍率欄の（ ）内は本学前期日程試験合格者数を除いた倍率
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! 訃 報 "

吉川 政己 名誉教授

本学名誉教授 吉川政己先生は
平成１４年２月６日に病気の為に御
逝去なさいました。享年８３歳でい
らっしゃいました。先生は、大正
７年１１月２２日にお生まれになり、
昭和１７年に東京帝国大学医学部医
学科をご卒業なさいました。卒業
後内科学第三講座にて、坂口康蔵
教授の御指導のもと内科学の研鑚をつまれました。同年
１０月より陸軍軍医として兵役に服されましたが、翌昭和
２０年１月に復員され、同年１０月沖中重雄教授就任と同時
に同教授に師事され、昭和２４年東京大学医学部助手とな
り、内科学第三講座において、教育、研究に従事されま
した。また同年、「自律神経に関する研究」によって東
京大学から医学博士の学位を授与されました。昭和３３年
東京大学医学部助教授に就任され、昭和３９年東京大学医
学部教授に任ぜられ、創設間もない老年病学講座を担当
し、学部学生の教育並びに大学院学生・教室員の診療・
研究の指導に従事し、比較的新しいこれらの学問領域に
おいて数多くの有能な人材を育成されました。
この間、昭和４５年から昭和４８年までの３年間は附属病

院長、昭和５１年から昭和５３年までの２年間は医学部長、
さらにこの間評議員の要職にあり、学生や教職員の指導
に献身的努力を傾け、附属病院北病棟の移転問題、精神
神経科問題などに適切な措置を講じ、大学の秩序回復と
維持に尽力され、平静化を見るに至らしむるにおいて、
その功績は大なるものがありました。さらに、学生委員
会委員、大学院医学系研究科委員、大学院生物系研究科
連絡委員会委員、東京大学保健委員会委員、大学院医学
系研究科第一臨床医学課程主任、東京大学運営委員会委
員、東京大学応用微生物研究所協議会協議員、大学院医
学系研究科委員長及び大学院協議会委員、東京大学放射
性同位元素委員会委員等を歴任し、全学的な立場からも
本学の教育研究に多大なる貢献をされました。
吉川先生は、わが国で初めての老年病学教室の開設に

資するため、昭和４０年７月から１２月まで欧州ならびにア
メリカ合衆国へ出張し、各国における老年病学の現状を
つぶさに視察し、自験資料にもとづいて臨床老年病学の
大綱を作り上げるとともに、大学における老年病学講座
の基礎を築かれました。近年、諸大学において老年病学
講座が相次いで誕生しつつありますが、各大学講座にお
ける基礎理念は、先生の加齢と老年病についての調査、
研究成果によって得られたもので、先生は日本老年医学
の祖と申し上げるにふさわしい方でありましょう。
学会においては、多くの演題報告、特別講演、シンポ

ジウムを担当した他、日本内科学会、老年医学会、内分
泌学会、糖尿病学会、自律神経学会などの各種役員を委
嘱される等、常に学会の発展に寄与され、わが国の医学
会の指導的役割を果たされました。学外においても、文
部省、厚生省等における諸々の審議会、委員会の委員と
して国家行政に寄与されました。国際的にも、先生は国
際老年学会の理事として長年に渡り活躍され、また、国
連における老年専門者会議にも参加され、この方面にお
ける貢献も極めて大きなものがあります。
先生は昭和５４年東京大学を停年退職され、在職中の功

により東京大学名誉教授を授与されました。東京大学退
官後は、昭和５４年から平成元年まで東京警察病院長とし
て同院の管理、運営に尽力されました。先生の３３年間の
長きに渡る医学教育研究の発展への尽力、なかんずく東
京大学教授としての在任１５年間における功績、そして、
我が国の老年病学の指導者として内外に残した赫々とし
た御業績に対して、平成４年勲二等瑞宝章が授与されま
した。
先生の御逝去は後進にとりまして医師、医学者の進む

べき方向を示す重要な道標を失ったとの感を深く致して
おります。ここに長年にわたる先生のご指導に心からの
感謝を申し上げますとともに、謹んで哀悼の意を表し、
ご冥福をお祈り申し上げます。

（大学院医学系研究科・医学部）
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（淡青評論は、学内の職員の方々にお願いして、個人の立場で自由に意見を述べていただく欄です。）

「学生問題」

旧駒場寮建物の明渡しと一連の
事後処理は、平成１３年度の教養学
部における最大の懸案事項の１つ
であった。８月８日の催告・点検
執行では教職員約２５０名、８月２２
日の明渡し強制執行では台風直撃
の最中にも拘わらず教職員約３７０
名が参加した。また両日とも本郷
から多数の職員に応援をいただい
たことは、教養学部だけでなく東京大学全体の
事業であったことの表われとも言えるだろう。
ちょっとした星回りで直前の４月から明渡し
に関する作業を手伝うことになった。台風直撃
を控えて東京地方裁判所と執行延期の折衝を続
けた前日の緊迫した場面や、予想外の荷物量の
ため翌々日未明まで続いた運び出し作業、それ
らの物品返却に困窮したことなどが、今なお
次々と思い出される。私自身はほんの数ヶ月ほ
ど関わっただけだが、１０年以上に渡ってこの問
題に携わられた教職員がいることを思うと、そ
の時間と労力の大きさに感じ入るばかりである。

いかに少数の意見と言えども尊重し、話し合
いによって大学構成員全員が納得すべく最大限
の努力がなされたこと、最終的に大きな混乱も
なく無事に建物が明け渡されたことなど、素直

に称えられて良いと思う。しかし
一方で、一部のエキセントリック
な意見に振り回されて、多くの貴
重な資源が浪費されてしまった感
を完全に拭い去ることもできない。
学生問題は教育研究活動とは直
接に結びつかないし、比較的少数
の学生への対応が多くなりがち
だったりして、雑用のようにみな

される傾向が強いのではなかろうか（少なくと
も私はそうだった）。しかし、実際には多くの
時間と労力が割かれており、特に担当の一部教
職員の絶大な努力、ある種の非効率な献身、に
よって支えられていることを改めて教えられた。
この原稿を書いていて、ふと国立大学の法人
化と結びつけて考えることを禁じえなかった。
仮に東京大学が法人化されたとして、１０年２０年
後に同じ問題が発生したとしたら、その時はど
のような道を進むことになるのだろうかと。

山口 泰
（大学院総合文化研究科・教養学部）

この「学内広報」の記事を転載・引用する場
合には、事前に広報委員会の了承を得、掲載し
た刊行物若干部を広報委員会までお送りくださ
い。なお、記事についての問い合わせ及び意見
の申し入れは、総務課広報室を通じて行ってく
ださい。

№１２３４ ２００２年３月２７日

東 京 大 学 広 報 委 員 会
〒１１３―８６５４東京都文京区本郷７丁目３番１号

東京大学総務課広報室 !（３８１１）３３９３
e―mail kouhou@adm.u―tokyo.ac.jp
ホームページ http:／／www.u―tokyo.ac.jp／index―j.html

〔次号の原稿締切〕
４月３日（水）午後５時
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